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都道府県実施状況報告書及び評価報告書
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用　（平成26年度実施地区） （新潟県　平成28年度）
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 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４　「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

６　「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。
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○米の小売点及び消費
者への直接販売等比率
の拡大
　年々全農委託から直
接販売にシフトしてき
ている。また、卸売店
や小売店から評価が高
まっており、今後も増
加が見込まれる。今後
とも高品質生産と産地
PRを継続する。

○高温耐性品種の作付
割合の拡大
　コシヒカリを生産す
る生産者が多く、高温
耐性品種の作付割合が
増加しなかった。実需
の要望に応じ、あきだ
わら等の作付拡大を推
進する。

○米の小売点及び消
費者への直接販売等
比率の拡大
　産地指定や新規販
路の開拓により、計
画以上に伸びている
事から、取組が継続
するよう支援する。

○高温耐性品種の作
付割合の拡大
　高温耐性品種の作
付誘導を進めている
が、大規模農家では
コシヒカリを一定割
合作付する傾向があ
り、作付が伸びな
い。
需要に即した作付推
進を進めるため、あ
きだわらやゆきん子
舞等の栽培メリット
（収益性等）につい
て、関係機関と連携
し指導することで、
高温耐性品種の作付
拡大を図る。

-82.0%

実需の要望に
応じた高温耐
性品種あきだ
わらの作付拡
大を推進をし
ているが、こ
しいぶきの仮
渡金単価が下
落し、コシヒ
カリへシフト
したため、目
標達成に至ら
なかった。
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○１等級比率の向上
　前年に比べ一定の向
上は見られたものの、
中干し等の基本技術の
不徹底や、刈り遅れに
より、目標達成はでき
ていない。今後、土づ
くりの励行や迅速な技
術情報の提供で品質向
上を図る。

○直接販売・契約販売
の増加
　新設した特産販売課
による営業の強化によ
り、市場ニーズに対応
した区分集荷・区分販
売が可能となり、独自
販売比率目標を達成す
ることができた。今後
は引き続き取引先と交
渉を重ね、農家所得の
更なる向上を目指す。

○１等級比率の向上
　事業主体は、時期
別・集落別の指導会
や、生育診断に基づ
いた技術情報の発行
等、品質向上に取り
組んだが、収穫期の
降雨等の影響により
一部で刈遅れによる
品質低下を招き、目
標未達となった。
　関係機関と連携
し、中干し等の適期
作業の推進、技術情
報の迅速な提供、作
期分散等により、品
質向上を図る。

○直接販売・契約販
売の増加
　事業主体が新設し
た特産販売課を核と
した販売促進活動等
により、目標を達成
することができた。
　今後とも県主催の
商談会等への参加促
進により、販路拡大
を支援する。

平均達成率

１等級比率は向上したが、未達成となった。中干し等の適期作業の推進、技術情報の迅速な提供、作期分散等により、品質向上を図る。高温耐性品種の作付誘導を進めているが、大規模農家ではコシヒカリを
一定割合作付する傾向があり、作付が伸びない。需要に即した作付推進を進めるため、あきだわらやゆきん子舞等の栽培メリット（収益性等）について、関係機関と連携し指導することで、高温耐性品種の作
付拡大を推進する。
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とともに、既
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位性をPR、取
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